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担当者と協働 して構築するPOS型現場調査支援システムの開発
―平常時の国道調査支援システム構築とその緊急時への応用事例―
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1. はじめに

日本の地震防災の転換期となった阪神・淡路大震災か

ら約10年が経過した。平成17年には東南海 。南海地震に

係わる地震対策特別措置法が制定さるとともに,多くの
都道府県,市町村が防災対策推進地域として指定された。
中央防災会議の東南海 。南海地震等に関する専門調査

会は,東南海 。南海地震の被害想定結果を公表した ま
た,東海地震は今後30年以内に発生する確率が80%と 報
告されている このような状況下,様 ‐々な関係機関では,
災害発生後のハザードの状況,災害の規模や被害の情報
をリアルタイムまたは早期に収集することによつて,被
害が深刻か否かを判断し,初動期における迅速な災害対
応を可能とする情報システム構築に関する多くの先駆的

な研究が進められてきた
1つ 。国家レベルにおいても,

被災の全体像の早期把握,初動期の対応 (避難勧告・指
示や救命・救助活動等被災地の人命に係わる対応),被
災状況等の各関係機関間での情報 。状況認識の共有,マ
スコミや被災者への情報発信等を可能とする防災情報共

有プラットフォーム構築を進めておりり,情報共有によ
る被害の軽減が期待されている.

平成16年 10月 23日 には,新潟県中越地震が発生した.
筆者らは最も甚大な被害を受けた小千谷市において家屋

被害認定調査業務及び罹災証明発行業務の支援活動を行
った。家屋被害認定調査業務では,PDAと GPSユ ニット
を使用したデータ入カアプリケーションのプロトタイプ

を開発し家屋被害認定調査業務を効率化することを試み

た。.罹災証明発行業務では,GISを基盤とした罹災証明

発行業務支援アプリケーションを開発 し,短期間で膨大
な罹災証明書を発行することができた

め.被災地での活
動を通して危機発生後の情報システムの担 うべき役割は

以下のように大きく2つであることが分かった .

①手クスターナルユー不

先に述べた防災情報共有プラットフォーム等,危機発
生後に各関連機関や被災地外の組織が共通の状況認識を

得るための情報共有ポータルサイ トを構築すること
の
.

②インターナルユース

GIS等の情報技術を利用 し,被災地の自治体職員等が
これまで経験したことのない新 しく発生する危機対応業

務を支援すること.筆者らが小千谷市の災害対応業務を
支援したことは,その一例である.
先に述べたように①に関する取り組みは映像送信シス

テムや衛星画像,航空写真,GPS登載の携帯電話等最新
技術を利用した情報共有システムが今後も積極的に進め

られるであろう.しかし,②の被災地における危機対応
業務を効果的に支援する情報システム及びその活用方策
の事例ηは少なく,阪神・淡路大震災から約10年が経過
した現在でも確立していないのが現状である

井ノロらによるとめ,新潟中越地震発生後,先に述ベ

た家屋被害認定調査業務,罹災証明発行業務や仮設住宅
の設置業務等,自 治体等の職員は平常時に経験したこと
の無い数多くの災害対応業務に直面し,被災地は長期に
渡り災害対応業務を遂行することとなる.被災地におけ
る災害対応業務を効果的に支援できる情報システムを構

築するためには,災害対応業務に根ざし,情報収集から
集約,共有等に至る情報処理過程を分析することが必要



不可欠となる.

これまでの防災情報システムでは,平常時との連続性
が提案された

9。 しかし,提案されている防災情報シス
テムの平常時での活用法は,防災訓練等での利用が多い。
その他の提案では,防災情報システムの開発者側 (技術
者側)の理想を述べ,そ のシステムが平常時に利用でき
ることを示唆したものにとどまつている.これらは,平
常時の業務従事者と協働した情報システム構築プロセス

が欠如していた。

本研究では,筆者らが新潟県中越地震発生後,被災地
における災害対応業務の支援活動を通して得られた知見

に基づき構築した緊急被害調査業務支援システム (以降

POS System:Point of Survey Systemと 呼ぶ)を禾」用し, 平
常時の国道調査支援システムを構築し,その緊急時への
応用事例を実践的に示す さらに,こ れら情報システム
構築とともに,現場の業務従事者と協働 した業務に根ざ
した情報システム構築手法を提案し,今後の自治体等の
効果的な危機対応を可能とする情報システム導入に寄与

するものである。

2.研 究の概要

筆者らは緊急被害調査に着日し,PDA,GPSと GISを
利用した POS Systcmを構築している

4).POs Systcmは
図

1に示すように,緊急被害調査に着目し,被災現場での
被害状況・情報の収集 (PDA,GPSを利用した調査対象
物の位置や入カデータ等調査データの収集 とデジタルカ

メラを利用した調査写真の収集)を行い,現場調査後 ,
調査データとデジタルカメラの写真をデータ登録支援ツ

ールを利用し蓄積・管理し, さらに地図や帳票べ情報集

約するといつた被災地においてボ トルネックとなってい

た情報処理過程を効率化,一元化 した情報システムであ
る.POS Systemは 以下の要件を満たすものである。
・調査員が現在地をリアルタイムで確認できること.

・調査項目を簡単に設定できること.

・被災場所や被災状況を現場で簡単に入力できること.

・デジタルカメラで撮影した写真を簡単に整理できる

こと
。撮影 した写真と位置を簡単に関連づけできること.

・必要な情報 (地図)を素早く地図に表示できること.
・反復調査のための履歴管理が可能であること.

・登録した情報を報告書にレイアウトできること

本研究では,POS Systemを基盤とし,平常時の国道や
国道に関連する構造物及び施設の調査に着日した情報シ

ステムを構築する.また,そ の緊急時への応用事例を実
践的に示すことによつて,平常時と緊急時の継続性のあ
る情報システムを提案する。さらに,現場の業務従事者
と協働 した情報システム構築プロセス及びその手法を明

らかにする.

まず,危機対応業務を効率化する情報システムにとど
まらず全ての情報システムを構築するための情報システ

ム開発プロセスに準拠 し,現場の業務従事者 と協働 した
システム構築のために必要な技術体系とそのプロセスを

整理する.次に,平常時の国道の点検業務を効率的に進
めるための国道点検業務支援システムを現場の業務従事

者と協働で構築し,その応用事例として地震災害発生後
に実施される国道異常 (地震)時巡回支援システムを構
築する.最後に,POS Systemが平常時の段階から多くの
自治体等の職員に利用されることを目指し,屋外調査業
務において最も主要な機能に絞 り込んだ標準的な屋外調

査支援システムを開発し,自 治体職員とのケーススタデ

ィを通して,その有用性及び活用方法を検証した。
本研究は,国道の平常時の現場調査支援システムとそ
の緊急時における応用事例を現場の業務従事者と協働 し

た実践的な事例として示し,効果的な危機対応を可能と
する情報システム構築及びその構築プロセスを提案する

ものである。

3.現場の業務に根 ざした情報 システム構築のため
に必要な技術体系

多くの情報システムを構築するためのシステム開発は ,

一般 的 に発注者 と受 注者 の 2者 間で行 われ る。

ま

瞳

図 l POS Systemの 情報処理過程
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概略設計

ングセッション

まず,受注者は発注者 (ユーザ)の求める漠然とした情
報システムに求めることを整理 し (要件定義を行い),
発注者の要望に沿つて基本設計を行 う この行程は一般
的に情報システムの上流工程と呼ばれている

10'11).上
流

工程の成果物はコンピュータシステムに関して素人であ

るユーザにとつて分かりやすいものである同時に,そ の
後の詳細設計;構築・テス トといった下流工程を担 うプ
ログラマとの相互理解が可能なものとなる 要件定義は ,
ユーザの情報システムに求める大まかな要求を整理した

ものであるが,基本設計は図 2に示すように発注者の業
務フ

.ロ
ーが分析されてはじめてデータベースの設計のた

めの基となるデータモデル,情報システムの実行するた
めの基となる機能モデル,そ して業務モデルをまとめる
ことができ,基本設計が適切な情報システムを導入する
ための最も重要な工程となる

業務フローを整理する概念設計の工程は,発注者と受
注者が協働で進めることが必要不可欠となる.

下流工程の技術体系はプログラミング言語等であり,

これらの実装技術を駆使 して情報システムが開発される.

しかし,先に述べた業務フローの分析からはじまる上流
工程の技術体系は確立していない 自治体職員等の平常
時の業務,特に現場での調査では,様々な判断等 (住民
からの苦情・要望に対する施設修繕の必要性の判断等 )

が個人の経験や技量に委ねられていることが多く,これ
らの業務フローが下流工程に上手く受け渡しできていな

いのが現状である.図 3に示すように上流工程の中で最
も重要と位置づけている業務フローは,業務の手続きを
示すフローチャー トや業務の中に含まれる仕事がどのよ

うなモノや情報を取 り扱 うのかを示すデータフローダイ

アグラム (DFD(1))を使つて表現・整理することかでき
る フローチャー トや DFDを記述することによつて,下
流工程側 の開発者 は容 易に UML。 )の AcJvity図 ,

Sequence図 ,Class図等を作成し,プログラミング言語等
の実装技術を駆使して情報システムを開発できる

本稿で着日している被災地で新たに発生する危機対応

業務は他の一般的な平常時の業務と異なり,実務者が未
経験の業務であるため「誰が」,「 どのような状況で」 ,

「どのような手順を踏むのか」といった業務フローが明

確ではない場合が多い 先に述べたように,危機対応業
務の業務フローが整理されない状況では業務を効率化す

る情報システムを構築することはできない つまり,危
機対応業務フローを分析 していない状況下で導入された

情報システムは役に立たないということを意味し,その

業務フローが明確ではないことが自治体等において効果

的な危機対応を可能にする情報システムが導入されない

原因であると考えられる.しかし,従事者が未経験の危
機対応業務の全てが危機対応に特化 した業務ではなく,

平常時の業務 と共通する業務内容,情報処理過程が存在
するのではないかと容易に考えられる 例えば,被害情
報収集業務は平常時の施設点検業務,罹災証明発行業務
は窓口対応の業務に相当すると考えられる.

本稿では以降の章において,業務従事者の業務に着目
し,業務の内容や進め方をヒアリング調査を通して明ら
かにし,上流工程の技術体系を利用した平常時と緊急時
を考慮 した国道の現場調査業務を効率化するための情報

システム構築する.また,図 3で示したその技術体系を
利用した情報システム構築プロセスについて述べるもの

である。

プロタラム |   テーブル |
仕薇書  |   1定 薔書  |
~|・ r‐  ~|‐ や ‐

実行可鮨 1    移行講  |
プログラム |   データベ…ス |

図 2 情報システムの基本設計10

必要な技術体系

4.POS Systemを 基盤 とした平常時の国道調査支
援システム構築 とその緊急時への応用事例

本章では,国道の現場調査業務に焦点を当て,業務、ヒ
アリングを通して POS Systemを 基盤とした平常時の国道

点検業務支援システムを構築した また,そ の応用事例
として緊急時の国道異常 (地震)時巡回支援システムを
構築した。ここでは,国道現場調査の平常時と緊急時の

業務内容,情報の流れを現場の業務に根ざした情報シス
テム構築のために必要な技術体系を用いて分析し,具体
的な情報システムを構築する。

(1)国道点検業務 (平常時 )

北陸地方整備局の協力を得,新潟国道事務所水原維持
出張所管内の国道 49号線をフィール ドとし,平常時の国
道点検業務の業務内容,情報処理等をヒアリング調査や
国道点検業務の現場に同行することで明らかにした .

a)調査概要
日時 :2005年 10月 2728日
2005年 11月 15-16日

対応者 :北陸地整 。企画部,北陸地整・道路部,新潟国
道事務所,新潟国道事務所 。水原維持出張所
b)調査内容
①平常時国道点検業務

新潟国道事務所管轄の一般国道 49号の平常時国道点検

業務は水原維持出張所の職員が実施する 本点検業務は ,
毎日 (午前・午後 1回ずつ),運転手 1名 ,点検者 1名
の構成で実施される.点検業務では,必ず点検すべき国
道の関連施設 (占用施設や危険崖等)の点検と不確定に

纂薔
マニュアル

l■ ‐`"・

■椰清 |
ユ‐ザ‐ :



発生する道路上の障害物 (動物の死骸や落下物等)の発
見・除去等の対応を行う.

②平常時国道点検業務の情報処理

水原維持 出張所 では ,既に平常時 の国道 点検業務 を効
率 化 す るた め の 情 報 シ ス テ ム ,ARMS(Advanced Road
Management System)を 導入 してい る.ARMSで は,デ ス

クトップ PC,タ ブレットPC,デジタルカメラを利用して
いる。点検者は ARMSがセットアップされたタブレットP
Cを点検車両に持ち運び,点検箇所に向かい車内でデー
タ入力する.入力項目は点検対象物に応じて,路面の異
常,道路施設の異常,作業,工事状況,交通状況,気象
状況,資産,苦情,その他が設定されている。点検移動
中に道路や道路関連施設に異常を発見した場合,車両を
停止 し,関連情報のデータ入力を行 う.屋外での点検終
了後:維持出張所において,デスクトップ PCに点検結果
のデータを移動する.また,デジタルカメラの写真をデ
スクトップ PCに コピーし,手動で写真を登録する。最後
に図 4の ように調査箇所全体の概要版と詳細版の帳票を
出力し 1日 の国道点検業務は終了する.ま た概要版の帳

票には,自 動取得された固定点における車両通過時刻が

記録される.現状の課題として点検員から機動性の低い
デバイス (タ ブレット PC)やメンテナンスコス トの問題
点が指摘されたが,こ こで着目する情報処理面の課題と
しては,デジタルカメラの写真の処理を効率化すること,
地図と点検結果を参照できること,蓄積された点検結果
を簡易に検索できること等があげられた。

(2)国道異常 (地震)時巡回 (緊急時)
国道異常 (地震)時巡回支援システム構築のために北
陸地方整備局の協力を得,新潟中越地震発生後の本調査
業務の状況,問題点等のヒアリング調査を実施した .
a)調査概要
日時 :2005年 5月 11日

対応者 :北陸地方整備局・企画部防災対策官,道路部道
路管理課

b)調査内容
①国道異常 (地震)時巡回業務内容
国道異常 (地震)時巡回は,近隣の各地方気象台で ,
震度 4以上の地震を観測した場合,又は局部地震で被災
(津波等を含む)の恐れがあると判断したときに実施す
る調査であり,地震発生による被害の状況を迅速に把握
し,被災地内外の関連機関に被害や交通規制に関する情
報を提供すること,応急修理により緊急輸送路や一般道
路の交通機能を確保することを目的としている.調査は ,
管理区間を片道 1時間以内で巡回できる区間に区切り,
迅速に巡回できるように,各協力業者の巡回区間をあら
かじめ定めておき,管理区間を往路 1時間以内で巡回す
るものである.‐
②調査主体

原則として,維持出張所の職員が実施する.ただし,
地震規模等により,緊急を要する場合,又は職員による
出動体制が整 うまでに時間を要する場合は,「災害時に
こえる道路の災害応急対策業務に関する協定」等に基づ

き業者等の協力を得て迅速に実施する.

③調査項目

点検項目は,国道異常 (地震)時巡回チ三ックリス ト
により実施される 巡回点検施設は道路構造物本体 (道
路,橋梁, トンネル,洞門・スノーシェド,横断歩道橋 ,

地下横断歩道;キ ャブ・電線共同溝),道路構造物本体
以外 (沿道施設,占用施設,そ の他)であり,それぞれ

の構造物の被害を車内からの目視,必要に応じて徒歩に
よリチェックする。

④新潟中越地震における情報処理の課題

調査は国道異常 (地震)時巡回チェックリストの紙媒
体を持ち出し,構造物の被害を入力する 巡回者は異常
が発見されると,その内容を維持出張所長等へ報告する.
維持出張所長等はすみやかに交通規制等の措置を講ずる.

新潟中越地震においての調査では,情報収集に時間を要
した 図 5のように地震発生後から約 4時間後に災害発
生情報第 1報が関連組織に発信された.これらの情報を
もとにホームページで道路被害の状況,規制状況を公開
した

1幼.地震により被害が無い又は小規模な場合は,規
定の 1時間以内で巡回を終了できるが,大規模な被害の
場合は,1時間以内で巡回を終了することは困難である
こと,協力業者との具体的な情報収集方法が確立してい
なかつたこと等の体制的な課題の他,現場の情報処理の
課題として以下の点があげられた.

・変更する調査項目

調査の入力項目はチェックリストや道路震災対策便覧
1り に定められていたが,現場では状況に応じて調査項目
や入力項目を変更して対応した.
。デジタルカメラで撮影された写真の処理

最も重要な課題はデジタルカメラで撮影された写真の

処理であつた。それぞれの調査員が撮影した写真そのも

のの管理,写真の撮影場所の特定等ヒアリング調査当日
においてもこれらの写真は未だ整理されておらず,報告
書等作成のために該当する写真を検索することに多大な

労力を要していた。

・収集した情報と対応策

収集した被害情報をもとに交通規制等の対応策を講じ

るための情報システムの機能が求められていた。

図4 国道点検結果の帳票 (概要版)
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(3)平常時の国道点検業務支援システム構築とその緊急

時への応用

平常時と緊急時における国道の点検業務に関するヒア

リング調査を行い, さらに実際の平常時の国道点検業務

に立ちあい,現場業務従事者と協働でその業務内容と情
報/1L理過程を整理した。これらの内容に基づき,国道点
検業務支援システムを構築し, さらにその応用として国

道異常 (地震)時巡回支援システムを構築した
筆者らは新潟中越地震発生後,GISを利用した被災地
支援活動を行い,そ こで得られた教訓を基に緊急被害調
査に着目した POS SyStemを 構築した その情報処理過程
は,現場でのデータ収集,現場調査後のデジタルカメラ
写真の整理と帳票作成という流れである 調査員は現場
で位置と調査内容を入力し,デジタルカメラで写真を撮
影する 調査後,調査員はデジタルカメラの写真をデー
タベースに簡易に登録できるとともに,写真と位置,調
査内容との関連性を確立し,htnlフ ァイル,帳票を自動
的に作成することができる 国道点検業務支援システム
と国道異常 (地震)時巡回支援システムも同様の情報処
理過程となることがヒアリング調査等で明らかとなり,

POS Systcmを拡張した情報システムとした

a)要件定義

国道の平常時と緊急時の調査業務支援システム構築に

向けた要件定義を表 1に示す POS Systemの要件定義に
加え,国道の平常時と緊急時の現場調査業務支援システ
ムには,国道名が簡単に特定できること,調査地点が kp

(キ ロポス ト)に より特定ができること,調査地点の所在
地 (町)が特定できることが求められる 更に平常時で
は点検パ トロール車両の通過時間が固定地点で記録でき

ること,緊急時では収集 した調査地点の被害情報から道
路の交通規制の措置に展開できることが求められる.

b)業務フローの分析

3章で述べた情報システム構築のための技術体系にお
いて業務フローを分析するために有効な図法である DFD
を用いて平常時と緊急時の国道点検業務を記述した .

図 6で示すように,平常時の国道点検業務では,平 日
の業務時間が開始されると維持出張所職員が地図や情報

入カチェックシー ト (水原維持出張所の場合は,地図 ,
チェックシー トを登載した ARMS)を 持参し,定められた
点検箇所を点検する.巡回員は現場での点検情報を収集
後,維持出張所に戻 り点検情報と点検写真をデータベー
ス (データストア)に登録する.さ らに巡回員は指定さ
れた帳票を作成し,国道事務所へ報告するという業務の
流れとなる

デジタリレカメラ

現場調査後の
情報処理
(テ
・
スクトッフ
゜
PC/

ラッフ
・
トッフ
・PC)

平常時

平日

午前9時になつた 1

【口道点検員】
点検情報の収彙

点検員が

出張所に戻つた !

【目IE点検員】

点検情報の量諷

点検情報が

登録された !

維持出張所

緊急時

腱度4以上
地震が発生した !

【異常時巡回員】 `
被害情報の収集

巡回員が

出張所に戻つた !

【巡回員又13巡回管理書】
被書情報の量録

【巡回管理者】
被書情報の集約

【点検管理者】
点検情報の銀的

被害情報が

量饉された !

目遭点検状潟
のデータ

縦持出張所

目道事務所

図 6 国道の調査業務フロー (DFD)



国道異常 (地震)時巡回では,維持出張所職員及び協
定業者が巡回員となり,パ トロール車両等の交通手段及
び必要な資機材を調達する.巡回員は地図や情報入カチ
ェックシー トを持参し被災現場に向かい,被害情報を収
集する.被害情報収集後,巡回員は維持出張所に戻る.
巡回員又は巡回管理者は,被害情報 と被害写真等をデー
タベース (データス トア)に登録する。巡回管理者は ,
複数の巡回員によつて登録された被害情報をもとに,被
害全体像の集計や リス ト作成,報告書等の被害情報の集
約業務を行 う.これら集約された情報は国道事務所等の

関連機関に速報や報告書として提出される.ま た,維持
出張所 ,｀ 国道事務所,地方整備局,国土交通省等の関連
機関で情報共有システムを構築している場合は,そ のシ
ステムを利用し集約した情報を共有する。今回利用した

DFDに記述することで,平常時と緊急時の国道調査業務
フローが明確 となるとともに,情報だけではなく,人 と
モノの流れも把握することができる。また,こ のプロセ
スでこれまで職員の暗黙の経験やノウハウでしか実行で

きないと思われていた業務 (不定形業務)が定型化業務
として遂行できるか否かを議論することにもつながり,

業務を統括する組織にとつて有益なものとなる.

緊急時の国道調査業務フローは,平常時の業務フロー
に人の確保,資機材の調達等人やモノの流れを考慮する
ことで成立することが図 6か ら分かる。つまり,情報の
収集業務,蓄積業務,集約業務といった情報の流れに着
日した業務フローは同様の形態 (パ ターン)である。こ
れらの業務フローのパターンを明示化し,整理すること
は,本稿で述べる平常の業務と緊急時への応用の事例等
複数の業務を包括的に効率化できる情報システム構築に

とっては重要となる。また,図 6の DFDは,情報の流れ
と同時に緊急時の巡回員やパ トロール車両,オー トバイ ,
その他資機材の確保 といつた人やモノの流れを記述して

おり,調査業務を遂行するための体制確立,物的資源確
保等の必要性を示している.

このように国道の現場調査業務フローは,平常時と緊
急時双方で同じパターンで進められることが分かる そ
れぞれの業務で個別に情報システムを構築するよりも,

両者の調査業務を同時に効率化できる包括的な情報シス

テムを構築する方が望ましいということが容易に理解で

きる.

c)平常時の情報システムの構築と緊急時への応用
ここでは,平常時と緊急時の国道調査業務を効率化す
るための要件定義,業務フローに基づき,データモデル ,

機能モデルを検討 し,国道点検業務支援システムを構築
し, さらにその応用として国道異常 (地震)時巡回支援
システムを構築した。データモデルは,緊急被害調査の
ための POS Systemの テーブル定義を用いた

4)デ _タ モ
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デルは, PDAと GISを用いて収集する情報 (自 動取得 :

ID,調査 日時,更新フラグ等,調査員が追加 :調査結果
等)と その後のデータの登録・集約のための情報 (hml

リンクパス,写真 リンクパス等)と で構成されるテーブ
ル定義である.機能モデルは,PDA側は調査項目,入力
リス トを設定し,簡易に現場でデータ入力が可能なデー
タエントリーツールとした.現場調査後のデスクトップ
PC/ラ ップ トップ PC側は ArcGIS9モデルビルダー(ηを利
用し,.入カデータと情報処理機能:派生データから構成
される情報処理過程をフローチャー ト形式で記述 。実行

できるユーザーインターフェイスとした。

表 2に ,国道点検業務支援システムと国道異常 (地
震)時巡回支援システムの実装機能を整理した.要件定
義と業務フローの分析に基づき,現場調査ではデータエ
ントリーツールを実装し,現場調査後は,両システムに
共通な機能となる位置情報と写真の同期機能,地図と写
真の表示機能,写真と調査結果を開覧するための hml作
成機能,写真と調査結果を整理するための帳票作成機能
に加え,平常時では固定地点の車両通過時間取得機能を
拡張することによつて国道点検業務支援システムを構築

できる.同様に,緊急時では被害情報による交通規制分
析機能を拡張することによつて異常 (地震)時巡回支援
システムを構築できる。

① 国道点検業務支援システムの構築
国道点検業務支援システムでは,PDAと データエント
リーツールを利用し,図 7のように現場で点検情報を入
力する.同時にデジタルカメラで被害写真を撮影する.

現場での点検終了後,維持出張所において図 8の情報処
理プロセスを実行することによつて緊急時の情報システ

ム同様にデータベースヘの登録,位置情報と写真の同期 ,
hmlフ ァイルの作成 (図 9),帳票が完了する 国道点
検業務ではヒアリング調査結果に基づき,普段から点検
員が利用している 2種の帳票,一覧帳票 (代表写真を含
む帳票 :図 10)と 詳細帳票を出力している。また,同様
に拡張した情報処理プロセスを実行することにより図 8

のように固定地点の車両通過時間取得することができる.

この機能は PDAで情報収集する際に,接続している CPS
ユニットから 10秒ごとに通過地点の トラックログ (位置

情報と時間)を取得し,あ らかじめ準備 している固定点
と最も近い通過地点の通過時間の情報を取得し,自 動的
に地図と帳票に表示させる仕組みである 図 10の帳票
に自動算出される調査地点の所在地とkp(キ ロポスト)
は,調査地点のデータとあらかじめ準備されているベー
スマップの市町村界のデータを空間的に結合し,調査地
点の所在データを抽出し,さ らにリニアリファレンス機

能を用い調査地点データと道路データから調査地点の kp

を自動算出し,帳票内に表示される.

表2 国道の調査業務支援システムの機能
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図 9 htmlフ ァイルの出力

② 国道異常 (地震)時巡回支援システムヘの応用
国道異常 (地震)時巡回支援システムでも,平常時の
点検業務と同様に PDAを利用し被災現場で被害情報を入
力し,同時にデジタルカメラで被害写真を撮影する_
現場調査後は緊急時用の情報処理プロセスを実行するこ

とによつて図 11の ように調査地点の被害情報に影響する

道路を抽出し,交通規制 (通行止め等)を計算する こ
の情報処理プロセスでも, リニアリファレンス機能を利

用し,調査地点 (入力者により異なる位置精度で入力さ
れた点データ)か ら最近傍に立地する国道を選択し,現
場で入力された被害の調査結果を用い国道の規制状況を

自動的に算出している また,図 12の ように国道名の自
動取得機能 (本調査フィール ドでは,管轄区域の国道が
国道 49号線のみだつたため表示していない)調査地点の
kp(キ ロポスト)自 動算出機能,調査地点の所在地の自
動取得機能により抽出された情報を地図上で調査地点と

ともに閲覧することができる 最後に,平常時の点検業
務と同様に同期されたデジタルカメラの写真を含む調査

結果の一覧と詳細が html形 式で表示され,同時に Excd
形式の帳票が出力される

③ 平常時と緊急時の情報システムの考察
平常時と緊急時の国道調査業務では,維持出張所の所
轄範囲が業務を遂行する単位であり,同 じベースマップ
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図 8 調査後の情報処理モデルの実行
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図 10 帳票の出力

を利用することが可能である.実装機能についても表 2
のように共通ものが多く存在 し,写真と位置情報の同期
や帳票出力,kpの 取得等の共通の機能に,平常時では固
定地点の車両通過時間算出機能,緊急時では機能被害情
報による交通規制分析機能を追加,準備 しておく機能モ
デルを設計した また,出 力する帳票はそれぞれの業務
に準拠 したデザインとした つまり,それぞれの情報シ
ステムを個別に構築するのではなく,平常時の業務に利
用している情報システムが緊急時に応用できることが ,

本章の情報システム構築プロセスで実践的な事例を通し

て示されたこととなる

先に述べたように,まず必要要件を整理し,次に業務
フローを分析 し,そ のパターンを記述する その分析結
果をデータモデル,機能モデルに反映させることによつ
て業務に根ざした,そ の業務を効率化するための情報シ
ステムを構築することができる

本章では,現場における業務ヒアリング等実践的な取
り組みを通して業務を効率化する情報システムの構築方

策を述べた その実践的な事例として国道点検業務支援
システムを構築し, さらにその応用システムとして平常

時の業務 との連続性を考慮 した国道異常 (地震)時巡回
支援システムを構築することができた
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図 11 交通規制分析

5.緊 急被害調査業務支援システムの標準化

前章では,平常時と緊急時の国道の現場調査業務を効
果的に遂行するための情報システムを上流工程の技術体

系を利用し現場の業務従事者と協働で構築した 危機対
応業務の中でも,国道の異常時巡回業務のような被害情
報の収集,蓄積,集約業務は危機発生後,被災自治体等
多くの組織で実施される業務であり,そ こで得られた情
報はその後の危機対応業務に深く影響を及ぼす 例えば ,

被災自治体が地震発生後に実施する建物の被害認定調査

結果 (情報収集業務)は罹災証明発行業務 (窓 口業務 )
遂行のための必要不可欠な情報となる '.平常時にお

い

ても, 自治体等では施設管理のための調査等多くの現場

での情報収集業務を遂行 している 先に述べた平常時と
緊急時の連続性を考慮し,効果的にその業務を効率化す
る情報システムが多くの自治体等に導入されることが望

まれる その一方で,本情報システムが不特定多数の自
治体等の職員の平常時の調査業務に簡易に利用されるこ

とも重要であると考えた ここでは,平常時から多くの
屋外調査従事者が簡易に利用可能な情報システムを屋外

調査支援システムとして標準化 した また,標準化した
屋外調査支援システムの活用方策を宇治市の河川占用施

設調査において検証した

(1)屋外調査支援システム (標準化 )
POS Systemは多くの緊急被害調査を効率化するための

情報システムとして構築している また,前章で述べた
ように国道調査業務等,それぞれの調査内容に応 じて拡
張することができる ここでは POS Systemの 基本的な機
能を多くの屋外調査従事者が平常時から利用できる環境

を整備するための標準化を試みた 筆者等は自治体等に
おける従事者 と協働で,様々な種別の屋外調査での利用
可能性を検討 した その取 り組みの中で,頻繁に利用さ
れ, これまでの調査業務でボ トルネック (非効率的)と
なっていた屋外でのデータ入力,調査後のデジタルカメ
ラで撮影された写真と位置情報との同期,帳票の出力に
絞 り込んだ機能を屋外調査支援システムの機能とし,ダ
ウンロー ド可能 な環境 を整備 した

Iη  また ,POS
Systemの反復調査を考慮した履歴管理の仕組みのための

データモデル及びデータベース構造は,準備段階として
の煩雑な手続きを要し (データベースを作成する等),
利用者側の作業に負荷を与えることが分か り,屋 外
(PDA)で 取得 した情報を煩雑な手続き無しで利用でき
る環境 (屋外で収集 したデータをそのまま利用できる環

図 12 調査地点の情報表示

境)と した .

(2)京都府宇治市における屋外調査支援システムの検証

ここでは,標準化した屋外調査支援システムを利用し,
京都府宇治市の河川占有施設調査を実施することによつ

て,その活用方策等を検討した
a)調査概要
日時 :2005年 12月 7日 ～8日

対応者 :宇治市役所建設総務課, IT推進課
b)調査内容
平成 17年度より,地方分権の流れを受け京都府の業務
であつた河川占用施設調査及び施設管理を市町村が実施

することになった 宇治市役所建設総務課にとっては ,
これまで未経験の業務であり,職員数や予算等は従来の
枠組みのまま本業務を実施することが求められた いわ
ば危機発生後の調査業務に近い状況が設定されていた

宇治市役所建設総務課は,屋外調査支援システムを利用
し業務の効率化を試みた.京都府より紙媒体の資料が送
付され,宇治市では Excelの形式で必要な情報を入力し
ていた また,宇治市では,GISを 基盤 とした情報共有
システム・エンタープライズ GIS13)を 導入しており,全
庁的な情報共有システムと屋外調査支援システムを利用

した河川占用施設調査業務を実施した

b)調査業務の実施手順
京都府から受け渡された河川占用施設の紙媒体の情報

について,施設がその位置にあるのか否か,記載されて
いる情報が正 しいのか否かを全ての施設について調査す

ることが求められていた 既に施設の所在 (住所)等施
設情報を入力した Excel形式のデータを作成しており,
全庁的なエンタープライズ GISを利用し,住所マッチン
グにより施設の所在する点の位置情報と関連情報を作成

した 図 13の ように,PDAを用いて入力する調査項目
と入力項目を設定した エンタープライズGISに 格納
されているベースマップと施設情報を PDAに移し,170
箇所の施設を調査 した  (現場では住所マッチングで作
成した街区レベルの位置情報を目標に施設に向かい,現
場で位置情報を移動させることで,精度の高い施設の情
報を作成 した )屋外での調査後,デジタルカメラで撮
影された写真と位置情報との同期,帳票の出力を調査日
単位で実施 した 表 3に調査結果を示す_先に述べたよ
うに本調査業務に業務時間の多くを費やすことができな

い状況が前提とした調査の性格上,1日 あたり平均 13
時間の調査時間,約 15日 で調査業務を完了できた
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図 13 河川占有施設の調査項目,入カリス ト
表 3 調査結果の概要

・地域の地理的な情報に精通している自治体職員であっ

ても,施設単位での地理的情報は把握 しておらず,GPS
ユニットによる目標施設までの位置参照機能は非常に役

に立った

これらの成果から,標準化した屋外調査支援システム

有効性は確認できた 宇治市の河川占用施設調査では ,

限られた時間と人的資源で効率的に調査業務を遂行する,

いわば問題解決型の業務形態を実施したことになる.こ
の業務形態は,危機対応業務に近い状況であり,平常業
務の中で多くの自治体職員等が屋外調査支援システム等

の情報システムを上手く利用した問題解決型の業務を遂

行することが望まれる

6.ま とめ

本研究では,POS Systcmを 利用した国道の平常時の調
査支援システム構築とその緊急時における応用事例を現

場の業務従事者と協働 した実践的な事例として示し,効
果的な危機対応を可能とする情報システムの構築及びそ

の構築プロセスを実践的に示した。

以下に本研究で得られた成果をまとめる.

①危機対応業務にとどまらず効果的に業務を遂行するた

めの情報システム構築のためには,要件定義,基本設計 ,
詳細設計そして構築・テス トという情報システムの構築

プロセスを考慮 しなければならない さらに,危機対応
業務は従事者にとつて未経験の新しい業務である その
ため,情報システム構築の上流工程の最も重要な工程と
なる業務フローの分析を業務従事者と協働で行 うことが

重要である ここでは,情報システム構築のための上流
工程を業務従事者と協働で実施するために必要な技術体

系を整理することができた .

②現場における業務ヒア リング調査等実践的な取り組み

を通して POS型の国道点検業務支援システムを構築し,
さらにその応用システムとして平常時の業務との連続性

を考慮した国道異常 (地震)時巡回支援システムを構築
することができた そのシステムの構築プロセスにおい
て,業務従事者とともにその業務フローを DFDを用いて
分析し,平常時と緊急時の業務フローをパンターン化す
ることができた.DFDで記述した業務フローの分析結果
は情報システムのデータベース設計及び機能設計に反映

される。国道現場調査支援システムは,平常時と非常時
の国道調査業務にとつて共通の機能,それぞれに特化し
た機能を 1つの情報システム内に設計することによつて ,

平常時と緊急時の連続性を確保した情報システムとして

構築することができた

③POS SyStemの 基本的な機能を多くの屋外調査従事者が

平常時から利用できる環境を整備することを目指した標

準化 (屋外調査支援システム構築)を試み,宇治市の河
川占用施設調査において屋外調査支援システムが簡易に

様々な屋外調査に利用できることが確認できた

本研究では,現場での情報収集から集約業務を事例と
した平常時と緊急時の情報システム構築を行つた 今後
は,被害認定調査と罹災証明発行業務のような,収集 ,

集約した情報を他の窓口業務で利用する場合,共有する
場合等を考慮した自治体の日常業務の全体像を考慮 した

情報システム構築方策について研究を進める.
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図 14 調査結果の地図

調査従事者からの意見を含め本調査業務を支援するこ

とで得られた成果は以下である.
。日標施設の位置情報を事前に作成することで,図 14の
ように施設が集中するエリアを絞 り込み,戦略的に日常
業務の合間を見て調査することができた
。未経験の調査業務であったため (不定形の調査業務),
調査データを入力する際の調査員の判断基準が不明確で

あつた 日々の調査結果を簡易に帳票に出力し,判断基
準について議論することができた

・調査業務終了後は施設に対する使用料徴収等他の業務

に関連するデータとなる 日時や場所等の情報で検索可
能な,関連する業務に活用できるデータが調査業務遂行
と並行して作成することができた。

・調査当初は紙媒体の情報も持参していたが,PDAに場
所と関連する情報を入れておくことで,紙媒体が不必要
となった

:   」

調査期間 2006年 12月 1日 ～2007年 1月 30日

実労日数 15日

実労時間 19,9時間

実労時間/日 13時間/日

調査箇所数 170箇 所

箇所数/h 8.6箇所/時間
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補 注

(1)DFD(デ ータフローダイアグラム)

ある目的を達成するための業務と情報の流れを視覚的に図式

化したもの 付図 1で示すように,データストアは「ドラム」
で表され,プロセスが起動するトリガーを「強調フキダシJと
して追加される また,「外部システムJと の対応関係が明確
にされ,情報の流れる方向が矢印で表されている

注文を

受け取つた !

【営業担当者】
注文受付

付図 l DFDの―例

(2)UML (Unified MOdeling Language)

オブジェク ト指向のソフ トウェア開発における,プログラム

設計図の統一表記法 クラス図,ユースケース図,シークエン
ス図やアクテイビテイー図等のUMLダ イアグラムがある
(3) ER図  (Entity Relationship Diagram)

業務で用いられている画面や帳票のデータ項 目, つまり現実

世界の情報をエンティティ (実体・管理対象)と リレーション

シップ (関係)で整理 したもの

(4)STD (Screen Transition Diagram)

画面遷移図と呼ばれ,画面の構成を表す図のひとつで,画面

がそのような順序で表示されるか,あ るいは画面どうしがその

ような関連性を持っているのかを示した図解のことである

(5)IDEF0

業務フローの処理(Act市け),入力 ,出 力,制約 ,機構の各機

能をモデル化する図法

(6)DOA+

Data Onentcd Approach(デ ータ構造を設計 して,それを前提

としてプロセスを設計する)に基づき,データ構造と業務を設

計して,それを前提 として機能を設計する手法

(7)ArcGIS9モ デルビルダーは,入カデータを決め GISの機能を

実行 し,派生 したデータが作成される空間情報の処理プロセス

であり,フ ローチャー ト形式で記述できる.     
‐
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